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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第17期中については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。 

３．当社は、平成17年３月22日付で株式１株につき２株の分割をし、さらに、平成18年３月１日付で１株につき

３株の分割をしております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成17年 
６月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成18年 
６月１日 

至 平成18年 
11月30日 

自 平成19年 
６月１日 

至 平成19年 
11月30日 

自 平成17年 
６月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
６月１日 

至 平成19年 
５月31日 

売上高 （千円） 2,540,368 3,062,460 2,668,981 5,439,528 5,546,779 

経常利益 （千円） 272,118 177,019 142,351 425,108 272,317 

中間（当期）純利益 （千円） 152,448 101,518 35,907 230,909 165,231 

純資産額 （千円） 2,327,154 3,245,885 3,342,932 3,073,155 3,277,281 

総資産額 （千円） 4,566,628 4,542,811 4,410,517 4,677,282 4,600,438 

１株当たり純資産額 （円） 186,172.38 76,377.37 78,550.05 73,696.78 77,007.42 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） 12,195.90 2,412.90 843.72 5,864.36 3,905.17 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ― 2,317.55 843.45 5,454.20 3,791.98 

自己資本比率 （％） 51.0 71.5 75.8 65.7 71.2 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 596,742 244,536 207,268 317,657 671,747 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △386,993 △117,036 △336,897 △718,356 △426,846 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 271,857 53,088 △23,203 601,384 44,384 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 1,650,032 1,549,723 1,505,474 1,369,126 1,658,513 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（名） 
173 

(6) 

181 

(8) 

183 

(5) 

184 

(5) 

191 

(7) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。  

３．当社は、平成17年３月22日付で株式１株につき２株の分割をし、さらに、平成18年３月１日付で１株につき

３株の分割をしております。 

４．当社は、平成19年11月１日に会社分割を行い、持株会社体制へと移行しております。そのため、上記経営指

標等について変動が生じております。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自 平成17年 
６月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成18年 
６月１日 

至 平成18年 
11月30日 

自 平成19年 
６月１日 

至 平成19年 
11月30日 

自 平成17年 
６月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
６月１日 

至 平成19年 
５月31日 

売上高 （千円） 2,222,829 2,967,312 1,915,813 4,914,735 5,384,433 

経常利益 （千円） 176,956 198,278 23,732 309,133 252,934 

中間（当期）純損益

(△は損失) 
（千円） 98,054 113,306 △148,540 162,659 157,405 

資本金 （千円） 378,850 698,400 701,400 658,500 701,400 

発行済株式総数 （株） 12,500 42,498 42,558 41,700 42,558 

純資産額 （千円） 1,901,760 2,818,423 2,711,274 2,633,906 2,830,205 

総資産額 （千円） 3,873,471 3,895,490 2,727,613 4,055,537 3,872,118 

１株当たり配当額 （円） ― － － 200 200 

自己資本比率 （％） 49.1 72.4 99.4 64.9 73.1 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（名） 
114 

(6) 

117 

(8) 

2 

(0) 

123 

(5) 

124 

(7) 



２【事業の内容】 

 当社は、平成19年11月１日付けで持株会社制へと移行いたしました。結果、当社グループは、当社（株式会社ＩＧ

ポート）及び連結子会社２社（株式会社プロダクション・アイジー、株式会社ジーベック）、持分法適用関連会社４

社（株式会社マッグガーデン、amimo有限責任事業組合、製作委員会２社（BLOOD+製作委員会、ヒロイック・エイジ

製作委員会））、非連結子会社（Production I.G.,LLC等）によって構成されており、劇場、テレビ、ビデオ、ゲー

ム、携帯用アニメーション及び、ＣＭ用コンテンツ等の制作事業、これら作品の二次利用による印税・収益分配金や

一部の販売権利窓口業務によって窓口手数料を得られる版権事業を主たる業務としております。 

 なお、当中間連結会計期間における主要な会社の異動は、「３．関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の( )は緊密な者又は同意しているものの所有割合で外数となっております。 

３．平成19年12月1日に当社と株式交換を行い、完全子会社としております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含んでおり

ます。）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２ 全社（共通）として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

名称 住所 
資本金・出資金
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

(連結子会社)           

㈱プロダクション・ア

イジー 
東京都国分寺市 10 制作・版権事業 100  役員の兼任２名 

(持分法適用関連会社)           

㈱マッグガーデン 

（注）２、３ 
東京都千代田区 799 出版・版権事業 

15 

 (20) 
 役員の兼任１名 

ヒロイック・エイジ製

作委員会 
東京都文京区 429 制作・版権事業 20 

制作事業・版権事

業における取引先

  平成19年11月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

制作事業 157   

版権事業 3   

その他事業 1   

全社（共通） 22 (5) 

合計 183 (5) 



 (2）提出会社における状況 

  （注）1．従業員数は、執行役員２名を含んでおります。臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を

含んでおります。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が前期末に比べ122名減少しましたのは、当社の主力事業を会社分割による新設会社「株式会社プロ

ダクション・アイジー」に承継したことによるものであります。 

 (3）労働組合の状況 

         労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年11月30日現在

従業員数（名） 2  (0)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とし、設備投資の増加や雇用情勢の改善等が

見られましたが、米国のサブプライムローン問題をきっかけとした世界的な金融不安や、原油価格及び素材価格の

高騰等により、先行きに不透明感が出てまいりました。 

当社グループが属するアニメーション産業におきましては、少子化等による視聴率の低下やＤＶＤ販売が一巡し

たことによる視聴者の選別化が顕著となっておりますが、ネット配信、次世代ＤＶＤ、海外販売の伸張が期待され

ております。 

このような情勢のもと、当社グループはアニメーション作品の企画・制作を行う制作事業、作品の二次利用によ

る印税・収益分配金等を得る版権事業に取り組んでまいりました。 

当中間連結会計期間には、テレビシリーズ７タイトル、ビデオ用３タイトル、その他ゲーム用アニメーション等

の制作を行いました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は2,668,981千円（前年同期比12.8％減）、経常利益は142,351千円

（前年同期比19.6％減）、映像マスターについて償却期間を2年から１年に変更したことにより過年度分113,400千

円を特別損失に計上したため、中間純利益は35,907千円（前年同期比64.6％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（制作事業） 

制作事業においては、テレビシリーズ「精霊の守り人」「ヒロイック・エイジ」「Over Drive」「ZOMBIE-

LOAN」「神霊狩/GHOST HOUND」「ウエルベールの物語」「流星のロックマン トライブ」等を制作、ビデオ用

「テニスの王子様 全国大会編 Semi Final」「ツバサ TOKYO REVELATIONS」「東京マーブルチョコレート」を

制作いたしました。 

以上により、当事業の売上高は2,201,413千円（前年同期比17.5％減）、営業利益は129,467千円（前年同期

比12.3％減）となりました。 

（版権事業） 

版権事業では、「攻殻機動隊 S.A.C.シリーズ」「BLOOD+」「エヴァンゲリオン」等の二次利用による収益

分配がありましたが、アニメーション作品への出資を会計上、映像マスターとして固定資産計上し、従来は耐

用年数２年間の定率法にて減価償却を行ってきたものを、コンテンツの二次利用による収益の実績から収益獲

得期間が早まっている傾向にあると判断し、期間損益計算の適正化を図るため、当中間連結会計期間より耐用

年数を１年間に変更した結果、減益となりました。 

以上により、売上高428,375千円（前年同期比17.6％増）、営業利益は147,086千円（前年同期比5.1％減）

となりました。 

（その他事業） 

その他事業では、出版物のイラスト書きや商品化等による売上高39,192千円（前年同期比26.0％増）、営業

損失が2,106千円(前年同期は1,515千円の営業損失)となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ153,038

千円減少し、当中間連結会計期間末には、1,505,474千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は207,268千円（前年同期比15.2％減）となりまし

た。 

これは主に減価償却費の増加が296,933千円、前渡金の減少185,890千円、一方で前受金の減少291,007千円等

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は336,897千円（前年同期比187.9％増）となりまし

た。 

これは主に出資による支出209,475千円、有形固定資産の購入207,739千円、一方で保険積立金の解約による収

入88,826千円等によものであります。 



 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は23,203千円(前年同期は53,088千円の獲得)となり

ました。 

これは、長期借入金の返済による支出14,692千円、配当金の支払8,511千円によるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注制作実績 

 当中間連結会計期間における制作事業の制作実績及び受注状況を制作事業の区分ごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

① 制作実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、製造原価によっております。 

② 受注状況 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）事業別販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

劇場アニメ 230,617 209.0 

ＴＶ・ビデオアニメ 1,643,358 △25.9 

ゲームその他 240,525 △5.1 

合計 2,114,501 △16.9 

区分 
受注高 

前年同期比（％） 
受注残高 

前年同期比（％） 
金額（千円） 金額（千円） 

劇場アニメ － △100.0 2,390,000 55.2 

ＴＶ・ビデオアニメ 2,492,585 116.8 3,530,724 7.2 

ゲームその他 272,435 6.8 286,888 61.3 

合計 2,765,021 96.1 6,207,612 23.9 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

制作事業 2,201,413 △17.5 

版権事業 428,375 17.6 

その他事業 39,192 26.0 

合計 2,668,981 △12.8 



主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社と株式会社マッグガーデンは、平成18年11月17日に資本・業務提携に合意し、現在に至るまで提携関係を進め

てまいりました。その結果、今後より一層両社の持つ経営資源を有効に活用し業績の向上を図っていくことを目的と

して、平成19年７月13日に株式交換契約を締結しました。 

 株式交換の内容につきましては、重要な後発事象に記載しております。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 相手先

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

㈱アニプレックス 584,546 19.1 ㈱電通  382,434 14.3 

バンダイビジュアル㈱ 369,190 12.1 キングレコード㈱  359,224 13.5 

㈱読売広告社 332,800 10.9 － － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成20年２月１日以降この半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

２．当社は、平成19年12月1日に株式会社マッグガーデンを完全子会社化するために株式交換を行っており、 

それに伴い発行済株式数が増加しております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

① 平成16年８月30日定時株主総会決議 

 （注）１ 株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 150,000 

計 150,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年２月22日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 42,558 48,952 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 42,558 48,952 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数 348個  348個  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
 2,088株 

（注１）  

 2,088株 

（注１）  

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当り100,000円 

（注２） 
同左 

新株予約権の行使期間 
時 平成18年９月１日 

至 平成26年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  100,000円 

資本組入額  50,000円 

（注２） 

  

同左 

  

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



未満の端数は切り上げるものとします。 

３ 権利の行使の条件は以下のとおりであります。 

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社及び当社子会社の取締役・監査役並びに従業員の

地位を有していることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めない。 

③ その他権利行使の条件は、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

② 平成16年８月30日定時株主総会決議 

 （注）１ 株式の数は、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げるものとします。 

    ３ 権利の行使の条件は以下のとおりであります。 

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社取引先及び取引先の取締役並びに従業員の地位を

有し、かつ、取引関係が継続していることを要する。 

② 新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めない。 

③ その他権利行使の条件は、本株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割・併合の比率

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数 114個  114個  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 
 684株 

（注１）  

 684株 

（注１）  

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当り100,000円 

（注２） 
同左 

新株予約権の行使期間 
時 平成17年９月１日 

至 平成26年８月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  100,000円 

資本組入額  50,000円 

（注２） 

  

同左 

  

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×
１ 

分割・併合の比率



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注) 平成19年12月１日から平成20年１月31日までの間に、株式交換により発行済株式総数が6,394株、資本準備金が

879,814千円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

  （注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

 平成19年6月1日～ 

 平成19年11月30日 (注) 
－ 42,558 － 701,400 － 992,801 

  平成19年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

 (株) 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

石 川 光 久 東京都港区 13,380 31.4 

株式会社電通 東京都港区東新橋１丁目８番１号 4,980 11.7 

日本テレビ放送

網株式会社 
東京都港区東新橋１丁目６番１号 4,980 11.7 

佐 藤   徹 埼玉県所沢市 2,550 6.0 

石 川 みちる 東京都東大和市 1,900 4.5 

下 地 志 直 東京都杉並区 1,440 3.4 

後 藤 隆 幸 東京都八王子市 600 1.4 

みずほキャピタ

ル株式会社 
東京都中央区日本橋兜町４番３号 540 1.3 

押 井  守 静岡県熱海市 360 0.8 

バンク オブ ニ

ューヨーク ジー

シーエム クライ

アント アカウン

ツ イー アイエ

スジー 

(ゴールドマン・

サックス証券会

社) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM

(東京都千代田区丸の内2丁目7-1 決済事業部) 
266 0.6 

計 － 30,996 72.8 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

     該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  （1）退任役員 

 （注) 当社では、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は、２名で、執行役員管理部担当長谷川隆一、執行役員経営企画室ＩＲ担当郡司幹雄であります。 

  平成19年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,558 普通株式 42,558 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 42,558 ― ― 

総株主の議決権 ― 42,558 ― 

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 146,000 158,000 109,000 103,000 104,000 91,000 

最低（円） 104,000 103,000 93,500 82,500 85,100 78,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 企画部担当 石 川 みちる 平成19年11月1日 

取締役 制作部担当 後 藤 隆 幸  平成19年11月1日  

取締役 制作部担当 黄 瀬 和 哉 平成19年11月1日 

 取締役   管理部担当  長谷川 隆 一  平成19年11月1日 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平

成19年11月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末

（平成18年11月30日現在） 
当中間連結会計期間末

（平成19年11月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年５月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     1,562,741     1,518,501     1,671,534   

２ 受取手形及び売掛
金 

    404,561     317,655     332,035   

３ たな卸資産     779,047     778,891     703,726   

４ 前渡金     264,146     28,859     214,750   

５ 繰延税金資産     46,789     59,006     36,997   

６ その他 ※４    42,582     47,231     93,406   

貸倒引当金     △793     △2,528     △532   

流動資産合計     3,099,074 68.2   2,747,617 62.3   3,051,918 66.3 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 ※1,2 254,738     242,970     250,017     

(2）土地 ※２ 419,949     419,949     419,949     

(3）映像マスター ※１ 276,957     213,380     281,158     

(4）その他 ※１ 63,018     49,021     52,755     

有形固定資産合計     1,014,663 22.4   925,321 21.0   1,003,881 21.8 

２ 無形固定資産     33,172 0.7   25,419 0.6   30,159 0.7 

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   －     264,541     201,617     

(2）出資金   －     234,237     37,904     

(3）その他 ※３  395,900     213,380     274,956     

投資その他の資産合
計 

    395,900 8.7   712,158 16.1   514,478 11.2 

  固定資産合計     1,443,736 31.8   1,662,899 37.7   1,548,520 33.7 

資産合計     4,542,811 100.0 4,410,517 100.0   4,600,438 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末

（平成18年11月30日現在） 
当中間連結会計期間末

（平成19年11月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年５月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金     326,031     382,320     414,250   

２ １年以内返済予定
の長期借入金 

※２   29,384     11,196     25,888   

３ 未払金     168,901     222,975     178,257   

４ 未払法人税等     93,192     100,058     32,790   

５ 前受金     491,439     178,500     469,507   

６ 賞与引当金     13,535     11,390     9,487   

７ 役員賞与引当金     2,250     1,940     4,500   

８ その他 ※４   151,981     156,199     182,467   

流動負債合計     1,276,715 28.1   1,064,579 24.1   1,317,147 28.7 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２   11,196     －     －   

２ 負ののれん     9,013     3,004     6,009   

固定負債合計     20,209 0.4   3,004 0.1   6,009 0.1 

負債合計     1,296,925 28.5   1,067,584 24.2   1,323,156 28.8 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     698,400 15.4   701,400 15.9   701,400 15.2 

２ 資本剰余金     959,754 21.1   962,754 21.8   962,754 20.9 

３ 利益剰余金     1,587,534 35.0   1,678,644 38.1   1,651,248 35.9 

 株主資本合計     3,245,689 71.5   3,342,799 75.8   3,315,403 72.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １ その他有価証券評
価差額金 

    195 0.0   133 0.0   △38,121 △0.8 

評価・換算差額等合
計 

    195 0.0   133 0.0   △38,121 △0.8 

純資産合計      3,245,885 71.5   3,342,932 75.8   3,277,281 71.2 

負債純資産合計     4,542,811 100.0 4,410,517 100.0   4,600,438 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,062,460 100.0   2,668,981 100.0   5,546,779 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,696,166 88.0   2,337,174 87.6   4,936,438 89.0 

売上総利益     366,293 12.0   331,806 12.4   610,340 11.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   208,052 6.8   213,578 8.0   401,948 7.2 

営業利益     158,241 5.2   118,227 4.4   208,392 3.8 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   1,737     2,962     3,871     

２ 負ののれん償却額   3,004     3,004     6,009     

３ 持分法による投資
利益 

  －     8,422     －     

４ 保険解約返戻金   1,604     5,412     29,777     

５ 設備使用料   5,152     4,657     10,114     

６ 賃貸料収入   11,138     10,381     24,773     

７ その他   2,184 24,821 0.8 3,966 38,806 1.5 6,777 81,324 1.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   684     269     1,154     

２ 株式交付費   －     －     171     

３ 為替差損   －     1,189     －     

４ 事業組合出資損失   5,090     13,133     14,842     

５ その他   267 6,042 0.2 90 14,683 0.6 1,230 17,398 0.3 

経常利益     177,019 5.8   142,351 5.3   272,317 4.9 

Ⅵ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※２ 623     38     703     

２ 貸倒引当金戻入益   2,995     －     4,129     

３ 保険契約の見直し
に伴う保険解約金 

  － 3,618 0.1 60,569 60,607 2.3 － 4,832 0.1 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産売却損 ※３ －     71     636     

２ 固定資産除却損 ※４ 385     86     2,425     

３ 投資有価証券評価
損 

  －     10,000     －     

４ 減損損失 ※５ －     －     4,255     

５ 映像マスター臨時
償却費 

  － 385 0.0 113,400 123,558 4.6 － 7,317 0.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    180,252 5.9   79,399 3.0   269,833 4.9 

法人税、住民税及
び事業税 

  89,509     107,539     98,936     

法人税等調整額   △10,775 78,734 2.6 △64,046 43,492 1.6 5,665 104,601 1.9 

中間（当期）純利
益 

    101,518 3.3   35,907 1.4   165,231 3.0 

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

平成18年５月31日 残高（千円） 658,500 919,854 1,494,356 3,072,711 444 3,073,155 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行 39,900 39,900   79,800   79,800 

剰余金の配当     △8,340 △8,340   △8,340 

中間純利益     101,518 101,518   101,518 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

      － △248 △248 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

39,900 39,900 93,178 172,978 △248 172,729 

平成18年11月30日 残高（千円） 698,400 959,754 1,587,534 3,245,689 195 3,245,885 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

平成19年５月31日 残高（千円） 701,400 962,754 1,651,248 3,315,403 △38,121 3,277,281 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当     △8,511 △8,511   △8,511 

中間純利益     35,907 35,907   35,907 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

      － 38,255 38,255 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 27,395 27,395 38,255 65,651 

平成19年11月30日 残高（千円） 701,400 962,754 1,678,644 3,342,799 133 3,342,932 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

平成18年５月31日 残高（千円） 658,500 919,854 1,494,356 3,072,711 444 3,073,155 

連結会計年度中の変動額            

新株の発行 42,900 42,900   85,800   85,800 

剰余金の配当     △8,340 △8,340   △8,340 

当期純利益     165,231 165,231   165,231 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

      － △38,565 △38,565 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

42,900 42,900 156,891 242,691 △38,565 204,125 

平成19年５月31日 残高（千円） 701,400 962,754 1,651,248 3,315,403 △38,121 3,277,281 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  180,252 79,399 269,833 

減価償却費   161,761 296,933 337,752 

長期前払費用償却   1,642 1,878 3,259 

負ののれん償却額   △3,004 △3,004 △6,009 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △2,868 3,227 △1,656 

賞与引当金の増加額   6,802 1,903 2,754 

役員賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  △1,750 △2,560 500 

受取利息及び受取配当金   △1,753 △2,986 △3,887 

保険解約返戻金   △1,604 △5,412 △29,777 

持分法による投資損益 
（利益：△） 

  － △8,422 － 

為替差損益 
（差益：△） 

  △9 206 △101 

支払利息   684 269 1,154 

固定資産売却益   － △38 △703 

固定資産売却損   － 71 636 

固定資産除却損   385 86 2,425 

事業組合出資損失   5,090 13,133 14,842 

投資有価証券評価損   － 10,000 － 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

  △13,925 13,719 58,600 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △54,751 △75,165 20,568 

前渡金の減少額   391,291 185,890 440,687 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  43,902 △31,930 132,121 

未払金の増減額 
（減少：△） 

  △84,580 39,124 △79,572 

前受金の減少額   △264,146 △291,007 △286,078 

未収消費税等の増減額 
（増加：△） 

  － 810 △3,020 

未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  4,968 △16,817 18,706 

その他   8,708 15,271 △509 

小計   377,096 224,583 893,544 

利息及び配当金の受取額   1,762 2,776 4,106 

利息の支払額   △733 △316 △1,245 

法人税等の還付額   － 20,495 － 

法人税等の支払額     
(支払：△） 

  △133,589 △40,271 △224,656 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  244,536 207,268 671,747 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

定期預金の預入による支
出 

  － △3,013 △13,020 

定期預金の払戻による収
入 

  － 3,007 13,017 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △109,400 △207,739 △272,518 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  2,597 46 3,626 

無形固定資産の売却によ
る収入 

  － 3 － 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △4,563 △148 △6,911 

貸付金の回収による収入   3,000 － 4,000 

出資による支出   － △209,475 △1,000 

保険積立金の積立による
支出 

  △10,602 △9,164 △31,229 

保険積立金の解約による
収入 

  6,214 88,826 61,513 

その他   △4,281 761 △184,323 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △117,036 △336,897 △426,846 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

長期借入金の返済による
支出 

  △18,212 △14,692 △32,904 

株式発行による収入   79,640 － 85,628 

配当金の支払額   △8,340 △8,511 △8,340 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  53,088 △23,203 44,384 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  9 △206 101 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額 

  180,597 △153,038 289,387 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  1,369,126 1,658,513 1,369,126 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※  1,549,723 1,505,474 1,658,513 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ジーベック 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 ２社 

主要な連結子会社の名称 

㈱プロダクション・アイジー 

㈱ジーベック 

上記のうち、㈱プロダクシ

ョン・アイジーについては、

当中間連結会計期間において

会社分割により新設されたた

め、連結の範囲に含めており

ます。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 １社 

主要な連結子会社の名称 

㈱ジーベック 

  

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

Production I.G.,LLC 

XEBEC ADVANCE CO.,LTD 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

Production I.G.,LLC 

XEBEC ADVANCE CO.,LTD 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模会社

であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社 

 ４社 

主要な会社の名称 

amimo有限責任事業組合 

BLOOD+製作委員会 

他製作委員会２社 

なお、当中間連結会計期間よ

り「投資事業組合に対する支配

力基準及び影響力基準の適用に

関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年９月８

日実務対応報告第20号）を適用

しており、製作委員会３社につ

いては、当中間連結会計期間よ

り持分法適用関連会社としてお

ります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社 

 ４社 

主要な会社の名称 

株式会社マッグガーデン 

amimo有限責任事業組合 

BLOOD+製作委員会 

ヒロイック・エイジ製作委員会 

また、製作委員会１社につ

いては、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取

扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年９月８日実務対

応報告第20号）に従い、持分

法適用関連会社としており、

前連結会計年度において持分

法適用関連会社でありました

製作委員会４社は、中間純損

益に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がなくなったため持分法の適

用範囲から除外しました。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社 

 ６社 

主要な会社の名称 

amimo有限責任事業組合 

BLOOD+製作委員会 

他製作委員会４社 

なお、当連結会計期間より

「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年９月８日

実務対応報告第20号）を適用し

ており、製作委員会５社につい

ては、当連結会計年度より持分

法適用関連会社としておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

主要な会社の名称 

Production I.G.,LLC 

株式会社ガンジス 

(持分法を適用しない理由) 

中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除

外しております。 

 (3） 持分法適用会社のうち中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社  

同左 

  

  

(持分法を適用しない理由) 

同左 

 (3）        同左 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

同左 

  

  

(持分法を適用しない理由) 

当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外して

おります。 

(3） 持分法適用会社のうち決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、各社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社㈱ジーベックの中間

決算日は、９月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただ

し、10月１日から中間連結決算日

11月30日までの期間に発生した重

要な取引については、連結決算上

必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の決算日は、３月31

日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、４月１

日から連結決算日５月31日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結決算上必要な調整を行

っております。  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ 有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定）を採用しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ 有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

イ 有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を

採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

ロ たな卸資産 

(イ）商品及び貯蔵品 

最終仕入原価法を採用し

ております。 

ロ たな卸資産 

(イ）商品及び貯蔵品 

同左 

ロ たな卸資産 

(イ）商品及び貯蔵品 

同左 

(ロ）仕掛品 

個別法による原価法を採

用しております。 

(ロ）仕掛品 

同左 

(ロ）仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター ２年

建物  ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター １年

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター ２年

    (追加情報) 

(耐用年数の短縮の方法) 

従来、映像マスターは耐用年数

２年の定率法による減価償却を行

っていましたが、コンテンツの二

次利用による収益の実績から、収

益獲得期間が早まっていると判断

し、期間損益計算の適正化を図る

ため、当中連結間会計期間より耐

用年数を１年に変更しておりま

す。 

 この結果、従来の方法と比較

して減価償却費が36,224千円・特

別損失の映像マスター臨時償却費

が113,400千円増加するととも

に、売上総利益、営業利益及び経

常利益は36,224千円減少、税金等

調整前中間純利益が149,625千円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載してお

ります。 

 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

   (５年間による均等償却) 

 平成19年度税制改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した

映像マスター以外の資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価格との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

 なお、当該変更に伴う損益に

与える影響は軽微であります。 

 

ロ 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能額を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

連結子会社の従業員に対し

て支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき

当中間連結会計期間に見合う

分を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

連結子会社の従業員に対し

て支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う分を

計上しております。 

ハ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額に基

づき当中間連結会計期間に対

応する分を計上しておりま

す。 

ハ 役員賞与引当金 

同左 

ハ 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に

充てるため、支給見込額に基

づき当連結会計年度に対応す

る分を計上しております。 

(4）中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財務

諸表の作成に当たって採用した

重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日末の直物為替相場に

より、円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

(4）中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財務

諸表の作成に当たって採用した

重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の作

成に当たって採用した重要な外

貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り、円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外

貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っておりま

す。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債

権債務等 

ハ ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行い、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法  

為替予約の締結時に、ヘッ

ジ対象取引の通貨単位、取引

金額及び決済期日同一性につ

いて、社内管理資料に基づき

有効性評価を行っておりま

す。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法  

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜き方式によっ

ております。 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

 同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

（売上計上基準） 

従来、制作売上高のうち国内に

おいてテレビ放映されるアニメ作

品につきましては「放映基準」

（作品が最初に放送媒体等により

放映された時期に収益を認識する

方法）により売上計上しておりま

したが、当中間連結会計期間より

「納品基準」による売上計上に変

更しております。 

この変更は、近年の地上波・衛

星・有線・インターネット等の放

送媒体の多様化により放映時期を

確定することが実務的に困難にな

っていること及びクライアント等

による放映時期の変更が当社業績

に影響を与えていることから、よ

り適正な期間損益計算を図るため

に行なったものであります。 

この変更により、売上高は

29,545千円増加し、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益はそれぞれ2,878千

円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

―――― (売上計上基準)  

従来、制作売上高のうち国内に

おいてテレビ放映されるアニメ作

品につきましては「放映基準」

（作品が最初に放送媒体等により

放映された時期に収益を認識する

方法）により売上計上しておりま

したが、当連結会計期間より「納

品基準」による売上計上に変更し

ております。 

この変更は、近年の地上波・衛

星・有線・インターネット等の放

送媒体の多様化により放映時期を

確定することが実務的に困難にな

っていること及びクライアント等

による放映時期の変更が当社業績

に影響を与えていることから、よ

り適正な期間損益計算を図るため

に行なったものであります。 

この変更により、売上高は

532,511千円増加し、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税金等調

整前純利益はそれぞれ4,036千円減

少しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

―――― 

  

（中間連結貸借対照表） 

１.「投資有価証券」は前中間連結会計期間末は、「投

資その他の資産」に含めて表示しておりましたが、

中間連結会計期間末において資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間末の「投資その他の資

産」に含まれている「投資有価証券」の金額は

87,972千円であります。 

２.「出資金」は前中間連結会計期間末は、「投資その

他の資産」に含めて表示しておりましたが、当中間

連結会計期間末において資産の総額の100分の５を超

えたため区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間末の「出資金」の金額

は48,189千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年11月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年11月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年5月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物及び構築物 94,840千円 

映像マスター 1,151,208  

その他 150,865  

計 1,396,914  

建物及び構築物 109,182千円

映像マスター 1,506,401  

その他 124,802  

計 1,740,386  

建物及び構築物 102,135千円

映像マスター 1,231,950  

その他 115,885  

計 1,449,971  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 94,025千円 

土地 168,522  

計 262,547  

建物 87,064千円

土地 168,522  

計 255,587  

建物 91,769千円

土地 168,522  

計 260,292  

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の

長期借入金 
29,384千円 

長期借入金 11,196  

計 40,580  

１年以内返済予定の

長期借入金 
11,196千円

１年以内返済予定の

長期借入金 
25,888千円

※３ 資産から控除した引当金の額 ※３ 資産から控除した引当金の額 ※３ 資産から控除した引当金の額 

貸倒引当金 6,695千円 貸倒引当金 9,399千円 貸倒引当金 8,699千円

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

して、未収消費税等については流動資産

の「その他」に、未払消費税等について

は流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

※４  ――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

用及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 38,185千円 

役員報酬 39,570  

給料手当 37,334  

支払手数料 34,028  

賞与引当金繰入額 672  

役員賞与引当金繰入額 2,250  

広告宣伝費 27,863千円

役員報酬 42,320  

給料手当 31,887  

支払手数料 53,569  

賞与引当金繰入額 315  

役員賞与引当金繰入額 1,440  

貸倒引当金繰入額 3,227  

広告宣伝費 67,022千円

役員報酬 81,690  

給料手当 70,438  

支払手数料 62,952  

賞与引当金繰入額 

役員賞与引当金繰入額 

  502 

4,500
  

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおり

であります。 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおり

であります。 

 ※２ 固定資産売却益の内容は、次のとお

りであります。 

有形固定資産「その他」

（車両運搬具） 
623千円 

有形固定資産「その他」

（車両運搬具） 
38千円

有形固定資産「その他」

（車両運搬具） 
703千円

※３     ――――  ※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。 

      無形固定資産    

（電話加入権） 
 71千円

有形固定資産「その他」

（車両運搬具） 
636千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。 

有形固定資産「その他」

（車両運搬具及び器具備

品） 

385千円 

有形固定資産「その他」

（車両運搬具及び器具備

品） 

86千円

有形固定資産「建物及び

構築物」 
28千円

有形固定資産「その他」

（車両運搬具及び器具備

品） 

2,396千円

※５     ―――― ※５     ――――  ※５ 減損損失 

 当社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

   
用途 種類 作品 

金額 
（千円） 

版権 
事業 

映像マ
スター 

１作品 4,255 

    （減損損失を認識するに至った経緯） 

 上記の映像マスターについては、版権

収入の獲得を目的として取得いたしまし

たが、２期連続で赤字となっておりま

す。今後、版権収入も見込めないため、

減損処理を認識いたしました。 

    （資産のグルーピングの方法） 

 原則として事業部別に区分し、将来の

使用が見込まれていない遊休資産につい

ては個々の物件単位でグルーピングして

おります。 

    （回収可能価額の算定方法等） 

  映像マスターについては、使用価値に

より測定しており、回収可能価額はゼロ

として算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加798株は、新株予約権の行使による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式  （注） 41,700 798 － 42,498 

合計 41,700 798 － 42,498 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月25日 

定時株主総会 
普通株式 8,340 200 平成18年５月31日 平成18年８月28日 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 42,558 － － 42,558 

合計 42,558 － － 42,558 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月23日 

定時株主総会 
普通株式 8,511 200 平成19年５月31日 平成19年８月24日 



前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加858株は、新株予約権の行使による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式  (注)1,2 41,700 858 － 42,558 

合計 41,700 858 － 42,558 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月25日 

定時株主総会 
普通株式 8,340 200 平成18年５月31日 平成18年８月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月23日 

定時株主総会 
普通株式 8,511 利益剰余金 200 平成19年５月31日 平成19年８月24日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

（平成18年11月30日現在） （平成19年11月30日現在） （平成19年５月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,562,741千円

   
現金及び預金勘定  1,518,501千円

   
現金及び預金勘定 1,671,534千円

   

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金       △13,017 

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金       △13,026 

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金       △13,020 

現金及び現金同等物 1,549,723 現金及び現金同等物 1,505,474 現金及び現金同等物 1,658,513 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他(器具備
品) 

39,160 10,879 28,281 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

(有形固定資産)
その他(器具備
品) 

63,984 24,913 39,070

 無形固定資産 5,843 1,136 4,707

 合計 69,828 26,050 43,778

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形固定資産)
その他(器具備
品) 

62,222 17,171 45,050

 無形固定資産 5,843 162 5,681

合計 68,066 17,334 50,732

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 11,252千円 

１年超 17,568  

合計 28,820  

１年内 19,233千円

１年超 25,279  

合計 44,512  

１年内 20,582千円

１年超 30,792  

合計 51,375  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 6,733千円 

減価償却費相当額 6,406  

支払利息相当額 394  

支払リース料 10,947千円

減価償却費相当額 10,456  

支払利息相当額 611  

支払リース料 13,548千円

減価償却費相当額 12,861  

支払利息相当額 851  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年11月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年11月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

前連結会計年度末（平成19年５月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 1,385 1,715 329 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

早期償還条件付ユーロ円建債 49,950 

非上場株式 10,050 

その他の関係会社有価証券 20,257 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 1,385 1,611 225 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

早期償還条件付ユーロ円建債 50,000 

その他の関係会社有価証券 20,257 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 179,585 115,310 △64,275 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

早期償還条件付ユーロ円建債 50,000 

その他の関係会社有価証券 20,257 

非上場株式 10,050 



（デリバティブ取引関係） 

    １．取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社グループは、為替予約取引を利用しております。 

(2)取引に対する取組方針 

当社グループは、基本的に外貨建取引の実需の動向に合わせ、為替予約取引を行っており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

(3)取引の利用目的 

当社グループは、外貨建金銭債権債務等に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約

取引を行っております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

当社グループが、利用している為替予約取引は、為替相場の変動リスクを有しております。 

なお、当社グループの為替予約取引の契約は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行

によるリスクはほとんどないと認識しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

為替予約取引については、経理規程に則り管理を行っております。 

    ２．取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間末（平成18年11月30日現在） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間末（平成19年11月30日現在） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度末（平成19年５月31日現在） 

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容及び規模 

該当事項はありません 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容及び規模 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

１．ストック・オプションに係る前連結会計年度における費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容及び規模 

 (注)１. 株式の数は、平成17年１月31日開催の取締役会決議により、平成17年３月22日をもって１株を２株に分割

し、さらに、平成18年２月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって１株を３株に分割

しており、分割後の株式数に換算して記載しております。 

２．平成17年３月22日をもって１株を２株に分割しております。これに伴い、新株予約権の行使時の払込額は

１株につき、600,000円から300,000円に調整されております。さらに、平成18年３月１日をもって１株を

３株に分割しております。新株予約権の行使時の払込額は１株につき、300,000円から100,000円に調整さ

れております。 

  ①平成16年ストック・オプション ②平成16年ストック・オプション  

 付与対象者の区分及び数 

  

  

当社及び当社子会社の取締役・監査役

８名 

 当社及び当社子会社の従業員７名 

当社取引先の取締役役 １名 

  

 当社取引先 ９名 

 ストック・オプション数 (注) 普通株式   2,880株 普通株式   750株 

 付与日 平成16年９月17日 平成16年９月17日 

 権利確定条件 

  

  

  

 付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで継続して勤務していること

  

  

 付与日(平成16年９月17日)以降、権利

確定日まで、当社との取引先としての

地位を有し、かつ、取引関係が継続し

ていること。 

 対象勤務期間 

  

 付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

 付与日(平成16年９月17日)以降権利確

定日まで 

 権利行使期間 

  

 ８年間 (自 平成18年９月１日 

 至 平成26年８月29日)  

 ９年間 (自 平成17年９月１日 

 至 平成26年８月29日) 

 権利行使価格 (注)          (円)  100,000  100,000 

 付与日における公正な評価単価 (円) － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1）制作事業……劇場アニメ、ＴＶ・ビデオアニメ、ゲームその他。 

(2）版権事業……ビデオ化権、商品化権、海外販売権。 

(3）その他事業…ゲームソフト、音楽・映像ソフト等の商品。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（142,739千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間から、売上計上基準を放映基準から納品基準に変更し

ております。 

この変更に伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、製作事業の売上高は、29,545千円

増加し、営業利益は、2,878千円増加しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1）制作事業……劇場アニメ、ＴＶ・ビデオアニメ、ゲームその他。 

(2）版権事業……ビデオ化権、商品化権、海外販売権。 

(3）その他事業…ゲームソフト、音楽・映像ソフト、出版、キャラクター商品販売等。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（156,220千円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の追加情報に記載しましたとおり、当中間連結会計期

間から、映像マスターの減価償却基準を２年から１年に変更しております。 

この変更に伴い、前中間連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、版権事業の営業利益は、36,224千

円減少しております。 

  
制作事業 
（千円） 

版権事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,667,245 364,117 31,096 3,062,460 － 3,062,460 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 2,667,245 364,117 31,096 3,062,460 － 3,062,460 

営業費用 2,519,684 209,183 32,612 2,761,480 142,739 2,904,219 

営業利益又は営業損失（△） 147,561 154,934 △1,515 300,980 (142,739) 158,241 

  
制作事業 
（千円） 

版権事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,201,413 428,375 39,192 2,668,981 － 2,668,981 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 2,201,413 428,375 39,192 2,668,981 － 2,668,981 

営業費用 2,071,945 281,288 41,298 2,394,533 156,220 2,550,753 

営業利益又は営業損失（△） 129,467 147,086 △2,106 274,448 (156,220) 118,227 



前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な品目 

(1）制作事業……劇場アニメ、ＴＶ・ビデオアニメ、ゲームその他。 

(2）版権事業……ビデオ化権、商品化権、海外販売権。 

(3）その他事業…ゲームソフト、音楽・映像ソフト、出版、キャラクター商品販売等。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門にかかる費用であり、前連結会計年度は261,748千円、当連結会計年度は278,493千円であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計期間から、売上計

上基準を「放映基準」から「納品基準」に変更しております。 

この変更に伴い、前連結会計期間と同一の方法によった場合に比べ、制作事業の「売上高」は、532,511千

円増加し、「営業利益」は、4,036千円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  
制作事業 
（千円） 

版権事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 4,734,482 750,702 61,595 5,546,779 － 5,546,779 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 4,734,482 750,702 61,595 5,546,779 － 5,546,779 

営業費用 4,532,253 464,382 63,258 5,059,893 278,493 5,338,386 

営業利益又は営業損失（△） 202,229 286,319 △1,663 486,885 (278,493) 208,392 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）欧州    ……フランス 

(2）その他の地域……オーストラリア、カナダ、ロシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年６月１日

至 平成19年５月31日) 

海外売上高は、連結売上の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  米国 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 124,719 25,021 552 150,293 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 3,062,460 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
4.1 0.8 0.0 4.9 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

76,377円37銭       78,550円05銭       77,007円42銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

2,412円90銭      843円72銭      3,905円17銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

 2,317円55銭 

当社は、平成18年３月１日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

なお、株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間連結会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

 １株当たり純資産額 

  62,057円46銭 

 １株当たり中間純利益 

   4,065円30銭 

  

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益

      843円45銭 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

      3,791円98銭 

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額        

中間（当期）純利益 （千円） 101,518 35,907 165,231 

普通株主に帰属しない金額 （千円） －  －  － 

普通株式に係る中間（当

期）純利益 
（千円） 101,518 35,907 165,231 

普通株式の期中平均株式数 （株） 42,073 42,558 42,311 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益金額 
        

普通株式増加数 （株） 1,731 14 1,263 

 (うち新株予約権)   (1,731)
(14) 

(1,263)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

―――― ―――― ―――― 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

―――― （株式会社マッグガーデンとの株式交換） 

１．結合当事企業及びその事業内容、企業結

合の法的形式、結合後企業の名称並びに議決

権比率 

(1) 結合当事企業とその事業内容 

名  称：株式会社マッグガーデン 

事業内容：コミック専門出版社 

(2) 企業結合の法的形式 

 平成18年11月17日に資本提携（15.0%保

有）を行った会社を完全子会社とするための

株式交換であります。 

(3) 結合後企業の名称並びに議決権比率 

 株式交換後も名称に変更はありません。議

決権比率は100%であります。 

 ２．株式交換の目的と概要 

(1) 目的 

 コミックとアニメーションという２つのエ

ンターテイメント・コンテンツをビジネスド

メインとする両社の経営資源を、補完しなが

らより一層有効活用し、業績の向上を図るこ

とを目的としております。 

(2) 日程及び方法 

株式交換契約書承認取締役会及び株式交換契

約書の締結：平成19年７月13日 

株式交換効力発生日：平成19年12月１日 

 会社法第796条３項に定める簡易株式交換

により、株主総会の承認を得ない方法によっ

ております。  

(3) 株式交換比率及び算定方法 

普通株式 

 株式会社プロダクション・アイジー １ 

 株式会社マッグガーデン      0.5 

 株式交換比率は、両社個別に第三者機関に

よって市場株価方式とDCF方式の併用する方

法により算定いたしました。 

(4) 交付株式数及びその評価額 

 6,394株 879,814千円 

 株式交換発表日直前の当社平均株価より算

出しております。 

３．実施した会計処理の概要 

 本株式交換は、「企業結合に係る会計基準

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び

企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準適用指針第10

号）に基づき、共通支配下の取引として会計

処理を行う予定であります。  

 ４．のれんの金額、発生原因、償却方法及

び償却期間 

(1) のれんの金額 199,784千円 

(2) 発生原因 

 交付株式の評価額より、株式交換による追

加取得分の純資産における持分相当額との差

額によるものであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間 

 10年間の均等償却  

 平成19年７月４日の取締役会において、平

成19年11月１日をもって当社の商号を変更す

るとともに会社分割による新設会社に主力事

業を承継し、当社を持株会社とする分社型新

設会社分割と、平成19年12月１日をもって持

株会社と株式会社マッグガーデンの株主との

間で株式交換を行うことにより完全子会社と

する基本合意書を承認し、同日両社間で基本

合意書を締結いたしました。 

１．持株会社体制への移行の目的 

 当社とコミック専門出版社である株式会社

マッグガーデンは、平成18年11月17日に資

本・業務提携に合意し、提携関係を進めてま

いりました。その間、当社企画アニメーショ

ン作品のコミック化等の成果と企業風土の合

致が確認できました。今後、両社の経営資源

を補完しながら更に密接な関係を構築するこ

とで、企業グループとしての業績の向上を図

ってまいります。 

２．持株会社体制の内容 

  当社の主力事業を会社分割による新設会社

「株式会社プロダクション・アイジー」に承

継し、当社を「株式会社ＩＧポート」に商号

変更、新設会社と「株式会社ジーベック」を

完全子会社とする持株会社に移行いたしま

す。その後「株式会社マッグガーデン」を株

式交換により当社（持株会社）の完全子会社

とするものです。 

(1) 会社分割 

① 新設分割の日程 

分割計画書承認取締役会 

平成19年７月13日 

分割計画書承認定時株主総会 

平成19年８月23日 

商号変更 

平成19年11月１日予定 

分割の効力発生日 

平成19年11月１日予定 

② 分割の方法 

新設会社株式会社プロダクション・アイ

ジーに主事業を承継する分社型新設分割

方式によります。 

③ 分割により減少する資本金等 

資本金の減少は予定しておりません。 

④ 新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、継続する事業に必要となる

別途分割計画書に定める分割期日におけ

る当社の資産、負債及び権利義務を承継

いたします。 

⑤ 新設会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社プロダクション・ア

イジー 

事業内容  アニメーションの企画制作及

び版権事業 

会社規模  資本金10百万円（予定） 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

  ５．取得原価のうち研究開発費等に配分され

費用処理された金額及びその科目名 

  該当事項はありません 

(2)株式交換について 

① 株式交換の日程 

株式交換契約書承認取締役会 

平成19年７月13日 

株式交換契約書の締結 

平成19年７月13日 

株式交換効力発生日 

平成19年12月1日予定 

② 株式交換の方法 

会社法第796条3項に定める簡易株式交換

により、株主総会の承認を得ない方法に

よります。 

③ 株式交換比率 

株式会社マッグガーデン普通株式１株に

対し当社普通株式0.5株を割当交付いたし

ます。 

④ 株式交換する会社の名称、事業内容、規

模 

会社名称  株式会社マッグガーデン  

事業内容  コミックの出版及びライセ

ンス事業 

会社規模  資本金 540百万円  

会社名 
㈱ＩＧポート 

(完全親会社)  

㈱マッグ 

ガーデン 

(完全子会社) 

交換比率 1 0.5 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年11月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     1,205,420     43,150     1,183,549   

２ 受取手形     －     －     12,600   

３ 売掛金     348,892     －     270,009   

４ たな卸資産     605,691     －     518,875   

５ 前渡金     264,146     －     243,777   

６ 繰延税金資産     29,916     2,957     34,509   

７ その他 ※３    29,832     3,148     62,076   

貸倒引当金     △316     －     △210   

流動資産合計     2,483,584 63.8   49,256 1.8   2,325,188 60.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 ※1,2 248,678     －     242,557     

(2）土地 ※２ 419,949     －     419,949     

(3）映像マスター ※１ 224,863     －     236,947     

(4）その他 ※１ 36,918     －     30,191     

有形固定資産合計     930,409 23.9   － －   929,645 24.0 

２ 無形固定資産     28,899 0.7   － －   26,447 0.7 

３ 投資その他の資産                     

(1）関係会社株式   212,546     2,678,357     212,546     

(2）繰延税金資産   33,399     －     59,127     

(3）その他   207,651     －     319,163     

貸倒引当金   △1,000     －     －     

投資その他の資産
合計 

    452,597 11.6   2,678,357 98.2   590,837 15.3 

固定資産合計     1,411,905 36.2   2,678,357 98.2   1,546,930 40.0 

資産合計     3,895,490 100.0   2,727,613 100.0   3,872,118 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年11月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金     219,168     －     219,769   

２ 一年以内返済予定
の長期借入金 

※２   29,384     －     25,888   

３ 未払金     165,197     6,853     148,271   

４ 未払法人税等     93,192     6,982     32,790   

５ 前受金     442,306     －     465,254   

６ 役員賞与引当金     2,250     520     4,500   

７ その他 ※３   114,370     1,982     145,439   

流動負債合計     1,065,870 27.3   16,338 0.6   1,041,912 26.9 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２   11,196     －     －   

固定負債合計     11,196 0.3   － －   － － 

負債合計     1,077,066 27.6   16,338 0.6   1,041,912 26.9 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     698,400 18.0   701,400 25.7   701,400 18.1 

２ 資本剰余金                     

(1）資本準備金   989,801     992,801     992,801     

資本剰余金合計     989,801 25.4   992,801 36.4   992,801 25.7 

３ 利益剰余金                     

(1）利益準備金   2,452     2,452     2,452     

(2）その他利益剰余
金 

                    

別途積立金   140,000     140,000     140,000     

繰越利益剰余
金 

  987,574     874,621     1,031,673     

利益剰余金合計     1,130,027 29.0   1,017,073 37.3   1,174,126 30.3 

株主資本合計     2,818,228 72.4   2,711,274 99.4   2,868,327 74.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券
評価差額金 

    195 0.0   － －   △38,121 △1.0 

評価・換算差額等合
計 

    195 0.0   － －   △38,121 △1.0 

純資産合計     2,818,423 72.4   2,711,274 99.4   2,830,205 73.1 

負債純資産合計     3,895,490 100.0   2,727,613 100.0   3,872,118 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,967,312 100.0 1,915,813 100.0   5,384,433 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,598,669 87.6 1,737,826 90.7   4,806,017 89.3 

売上総利益     368,643 12.4 177,986 9.3   578,416 10.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    184,535 6.2 163,037 8.5   354,061 6.6 

営業利益     184,108 6.2 14,948 0.8   224,354 4.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   20,112 0.7 20,466 1.0   44,755 0.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,941 0.2 11,682 0.6   16,175 0.3 

経常利益     198,278 6.7 23,732 1.2   252,934 4.7 

Ⅵ 特別利益 ※３   3,618 0.1 38 0.0   4,745 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※4,5   312 0.0 93,703 4.9   7,230 0.1 

税引前中間(当期)
純利益又は純損失
(△) 

    201,585 6.8 △69,932 △3.7   250,450 4.7 

法人税、住民税及
び事業税 

  89,503   4,410 98,302   

過年度法人税等    ―   9,672 ―   

法人税等調整額   △1,224 88,278 3.0 64,525 78,608 4.1 △5,257 93,045 1.7 

中間(当期)純利益
又は純損失(△) 

    113,306 3.8 △148,540 △7.8   157,405 2.9 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

658,500 949,901 949,901 2,452 140,000 882,608 1,025,060 2,633,462 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 39,900 39,900 39,900         79,800 

剰余金の配当           △8,340 △8,340 △8,340 

中間純利益           113,306 113,306 113,306 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

39,900 39,900 39,900 － － 104,966 104,966 184,766 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

698,400 989,801 989,801 2,452 140,000 987,574 1,130,027 2,818,228 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

444 444 2,633,906 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     79,800 

剰余金の配当     △8,340 

中間純利益     113,306 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△248 △248 △248 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△248 △248 184,517 

 平成18年11月30日 残高 
（千円） 

195 195 2,818,423 



当中間会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

701,400 992,801 992,801 2,452 140,000 1,031,673 1,174,126 2,868,327 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当           △8,511 △8,511 △8,511 

中間純利益           △148,540 △148,540 △148,540 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △157,052 △157,052 △157,052 

平成19年11月30日 残高 
（千円） 

701,400 992,801 992,801 2,452 140,000 874,621 1,017,073 2,711,274 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

△38,121 △38,121 2,830,205 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △8,511 

中間純利益     △148,540 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

38,121 38,121 38,121 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

38,121 38,121 △118,930 

 平成19年11月30日 残高 
（千円） 

― ― 2,711,274 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立金

繰越利益 
剰余金 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

658,500 949,901 949,901 2,452 140,000 882,608 1,025,060 2,633,462 

事業年度中の変動額                

新株の発行 42,900 42,900 42,900         85,800 

剰余金の配当           △8,340 △8,340 △8,340 

当期純利益           157,405 157,405 157,405 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

42,900 42,900 42,900 － － 149,065 149,065 234,865 

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

701,400 992,801 992,801 2,452 140,000 1,031,673 1,174,126 2,868,327 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年５月31日 残高 
（千円） 

444 444 2,633,906 

事業年度中の変動額      

新株の発行     85,800 

剰余金の配当     △8,340 

当期純利益     157,405 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△38,565 △38,565 △38,565 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△38,565 △38,565 196,299 

平成19年５月31日 残高 
（千円） 

△38,121 △38,121 2,830,205 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

②その他有価証券 

   ―――――  

  

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

  

  

時価のないもの 

     移動平均法による原価法を 

   採用しております。  

(2）たな卸資産 

①商品及び貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法

を採用しております。 

(2）たな卸資産 

    ―――――  

  

(2）たな卸資産 

①商品及び貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

  を採用しております。 

  

②仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

  

  

②仕掛品 

   個別法による原価法を採用し 

  ております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）については定

額法）を採用しております。  

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター ２年

建物  ３～50年

車両運搬具  ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター １年

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具備品 ２～15年

映像マスター ２年

 



前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

   (追加情報) 

(耐用年数の短縮の方法)  

従来、映像マスターは耐用年数

２年の定率法による減価償却を行

っていましたが、コンテンツの二

次利用による収益の実績から、収

益獲得期間が早まっていると判断

し、期間損益計算の適正化を図る

ため、当事業年度より耐用年数を

１年に変更しております。 

この結果、従来の方法と比較し

て減価償却費が24,216千円・特別

損失の映像マスター臨時償却費が

93,631千円増加するとともに、売

上総利益、営業利益及び経常利益

は24,216千円減少、税引前中間純

損失が117,848千円増加しておりま

す。 

  

 (５年間による均等償却) 

平成19年度税制改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した映

像マスター以外の資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価格との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

なお、当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微であります。  

 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

――――― 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能額を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

――――― 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え 

  るため、一般債権については貸 

  倒実績率により、貸倒懸念債権 

  等特定の債権については個別に 

  回収可能額を勘案し、回収不能 

  見込額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づき

当中間会計期間に対応する分を

計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づき

当事業年度における分を計上し

ております。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務等については、

振当処理を行っております。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務等 

ハ ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替予

約取引を行い、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、ヘッジ

対象取引の通貨単位、取引金額

及び決済期日同一性について、

社内管理資料に基づき有効性評

価を行っております。 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 イ 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

（売上計上基準） 

従来、制作売上高のうち国内に

おいてテレビ放映されるアニメ作

品につきましては「放映基準」

（作品が最初に放送媒体等により

放映された時期に収益を認識する

方法）により売上計上しておりま

したが、当中間会計期間より「納

品基準」による売上計上に変更し

ております。 

この変更は、近年の地上波・衛

星・有線・インターネット等の放

送媒体の多様化により放映時期を

確定することが実務的に困難にな

っていること及びクライアント等

による放映時期の変更が当社業績

に影響を与えていることから、よ

り適正な期間損益計算を図るため

に行なったものであります。 

 この変更により、売上高は

31,000千円増加し、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ930千円増加し

ております。 

―――――  （売上計上基準） 

従来、制作売上高のうち国内に

おいてテレビ放映されるアニメ作

品につきましては「放映基準」

（作品が最初に放送媒体等により

放映された時期に収益を認識する

方法）により売上計上しておりま

したが、当事業年度より「納品基

準」による売上計上に変更してお

ります。 

この変更は、近年の地上波・衛

星・有線・インターネット等の放

送媒体の多様化により放映時期を

確定することが実務的に困難にな

っていること及びクライアント等

による放映時期の変更が当社業績

に影響を与えていることから、よ

り適正な期間損益計算を図るため

に行なったものであります。  

 この変更により、売上高は

426,296千円増加し、売上総利益、

営業利益、経常利益及び税引前純

利益はそれぞれ7,173千円減少して

おります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前事業年度末 
（平成19年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１      ――――― ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物及び構築物 91,916千円 

映像マスター 880,972  

その他 88,006  

計 1,060,896  

  建物及び構築物 98,676千円

映像マスター 934,986  

その他 54,937  

計 1,088,600  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２      ――――― 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 94,025千円 

土地 168,522  

計 262,547  

  建物及び構築物 91,769千円

土地 168,522  

計 260,292  

担保付債務は次のとおりであります。   担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の

長期借入金 
29,384千円 

長期借入金 11,196  

計 40,580  

  １年以内返済予定の

長期借入金 
25,888千円

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺して、未収消費税等については流動

資産の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３     ――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

保険解約返戻金 1,604千円 

設備使用料 5,152  

賃貸料収入 11,138  

     

保険解約返戻金 4,391千円

設備使用料 3,895  

賃貸料収入 9,375  

受取利息 1,064  

保険解約返戻金 2,608千円

設備使用料 10,114  

賃貸料収入 24,773  

     

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 675千円 

     
支払利息 237千円

事業組合出資損失  10,944  

支払利息 1,144千円

事業組合出資損失 14,842  

     

※３ 特別利益の主要項目 ※３     ――――― ※３ 特別利益の主要項目 

車輌運搬具売却益 623千円 

貸倒引当金戻入益 2,995  

  車両運搬具売却益 644千円

貸倒引当金戻入益 4,101  

     

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

器具備品除却損 312千円 

     

     

映像マスター臨時償

却費 
93,631千円

     

車両運搬具売却損 636千円

器具備品除却損 

減損損失 

2,281

 4,255

  

  

     

※５     ――――― ※５     ―――――  ※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

   
用途 種類 作品 

金額 
（千円） 

版権 
事業 

映像マ
スター 

１作品 4,255 

     （減損損失を認識するに至った経緯） 

上記の映像マスターについては、版権

収入の獲得を目的として取得いたしまし

たが、２期連続で赤字となっておりま

す。今後、版権収入も見込めないため、

減損損失を認識いたしました。 

     （資産のグルーピングの方法） 

原則として事業部別に区分し、将来の

使用が見込まれていない遊休資産につい

ては個々の物件単位でグルーピングして

おります。 

     （回収可能価額の算定方法等） 

映像マスターについては、使用価値に

より測定しており、回収可能価額はゼロ

として算定しております。 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 134,457千円 

無形固定資産 4,410  

有形固定資産 205,671千円

無形固定資産 3,548  

有形固定資産 270,525千円

無形固定資産 8,986  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）     ――――― (1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他(器具備
品) 

28,113 6,954 21,159 

 
取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

(有形固定資産)
その他(器具備
品) 

51,175 11,544 39,630

 無形固定資産 5,843 162 5,681

合計 57,019 11,707 45,312

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）     ――――― (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,857千円 

１年超 13,727  

合計 21,584  

  １年内 17,154千円

１年超 28,664  

合計 45,819  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 5,076千円 

減価償却費相当額 4,854  

支払利息相当額 261  

支払リース料 7,713千円

減価償却費相当額 7,386  

支払利息相当額 424  

支払リース料 10,075千円

減価償却費相当額 9,607  

支払利息相当額 581  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年11月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年11月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年５月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

―――― （株式会社マッグガーデンとの株式交換） 

「１．中間連結財務諸表等 

（１）中間連結財務諸表 注記事項 （重要な

後発事象）」に記載のとおりであります。 

 平成19年７月４日の取締役会において、平

成19年11月１日をもって当社の商号を変更す

るとともに会社分割による新設会社に主力事

業を承継し、当社を持株会社とする分社型新

設会社分割と、平成19年12月１日をもって持

株会社と株式会社マッグガーデンの株主との

間で株式交換を行うことにより完全子会社と

する基本合意書を承認し、同日両社間で基本

合意書を締結いたしました。 

１．持株会社体制への移行の目的 

 当社とコミック専門出版社である株式会社

マッグガーデンは、平成18年11月17日に資

本・業務提携に合意し、提携関係を進めてま

いりました。その間、当社企画アニメーショ

ン作品のコミック化等の成果と企業風土の合

致が確認できました。今後、両社の経営資源

を補完しながら更に密接な関係を構築するこ

とで、企業グループとしての業績の向上を図

ってまいります。 

２．持株会社体制の内容 

  当社の主力事業を会社分割による新設会

社「株式会社プロダクション・アイジー」に

承継し、当社を「株式会社ＩＧポート」に商

号変更、新設会社と「株式会社ジーベック」

を完全子会社とする持株会社に移行いたしま

す。その後「株式会社マッグガーデン」を株

式交換により当社（持株会社）の完全子会社

とするものです。 

(1) 会社分割 

① 新設分割の日程 

分割計画書承認取締役会 

平成19年７月13日 

分割計画書承認定時株主総会 

平成19年８月23日 

商号変更 

平成19年11月１日予定 

分割の効力発生日 

平成19年11月１日予定 

② 分割の方法 

新設会社株式会社プロダクション・アイ

ジーに主事業を承継する分社型新設分割

方式によります。 

③ 分割により減少する資本金等 

資本金の減少は予定しておりません。 

④ 新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、継続する事業に必要となる

別途分割計画書に定める分割期日におけ

る当社の資産、負債及び権利義務を承継

いたします。 

⑤ 新設会社の名称、事業内容、規模 

会社名称  株式会社プロダクション・ア

イジー 

事業内容  アニメーションの企画制作及

び版権事業 

会社規模  資本金10百万円（予定） 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

    (2)株式交換について 

① 株式交換の日程 

株式交換契約書承認取締役会 

平成19年７月13日 

株式交換契約書の締結 

平成19年７月13日 

株式交換効力発生日 

平成19年12月1日予定 

② 株式交換の方法 

会社法第796条3項に定める簡易株式交換

により、株主総会の承認を得ない方法に

よります。 

③ 株式交換比率 

株式会社マッグガーデン普通株式１株に

対し当社普通株式0.5株を割当交付いたし

ます。 

④ 株式交換する会社の名称、事業内容、規

模 

会社名称  株式会社マッグガーデン  

事業内容  コミックの出版及びライセ

ンス事業 

会社規模  資本金 540百万円  

会社名 
㈱ＩＧポート 

(完全親会社)  

㈱マッグ 

ガーデン 

(完全子会社) 

交換比率 1 0.5 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）平成19年８月24日関東財務局長に

提出。 

(2) 臨時報告書 

平成19年７月５日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号、同項６号の２、及び同項７号の規定に基づく臨

時報告書であります。 

平成19年12月７日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3) 臨時報告書の訂正報告書 

平成19年７月17日関東財務局長に提出。 

平成19年７月５日に提出した臨時報告書の訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

当該事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年２月16日 

株式会社プロダクション・アイジー  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田  高 士   印 

 
指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 瀬 戸    卓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社プロダクション・アイジー及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年２月15日 

株式会社ＩＧポート  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田  高 士   印 

 
指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 瀬 戸    卓  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＩＧポート（旧社名：株式会社プロダクション・アイジー）の平成19年６月１日から平成20年５月31日まで

の連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ＩＧポート及び連結子会社の平成19年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月１日に株式交換により株式会社マッグガーデンを完全子

会社としている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年２月16日 

株式会社プロダクション・アイジー  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田  高 士   印 

 
指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 瀬 戸    卓  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロダクション・アイジーの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成18年

６月１日から平成18年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社プロダクション・アイジーの平成18年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年２月15日 

株式会社ＩＧポート  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 永 田  高 士   印 

 
指定社員 

 業務執行社員 
  公認会計士 瀬 戸    卓  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＩＧポート（旧社名：株式会社プロダクション・アイジー）の平成19年６月１日から平成20年５月31日まで

の第19期事業年度の中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＩＧポートの平成19年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年６月１日

から平成19年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月１日に株式交換により株式会社マッグガーデンを完全子

会社としている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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